
地上デジタル放送への移行に伴う経済効果等に関する研究会（第１回） 

議 事 次 第 

 

 

日時： 平成21年３月２日(月)13：00～15：00 

場所： 中央合同庁舎第２号館 1101会議室 

 

 

１ 開 会 

 

２ 議 事 

(1) 地上デジタル放送への移行に伴う経済効果等の推計方法について 

(2) 地上デジタル放送への移行により影響を受けるサービス、事業等

について 

(3) 主要諸外国における地上デジタル放送への移行状況について 

(4) その他 

 

３ 閉 会 

 

＜ 配 布 資 料 ＞ 

資料１ 「地上デジタル放送への移行に伴う経済効果等に関する研究会」開催

要綱 

資料２ 「地上デジタル放送への移行に伴う経済効果等に関する研究会」の公

開について（案） 

資料３ 「地上デジタル放送懇談会 報告書」（平成10年10月）（抜粋） 

資料４ 地上デジタル放送への移行に伴う経済効果等の推計方法  

資料５ 地上デジタル放送への移行により影響を受けるサービス、事業等 

資料６ 主要諸外国における地上デジタル放送への移行状況 

 



「地上デジタル放送への移行に伴う経済効果等に関する研究会」 
開催要綱 

 
 
 １ 背景・目的  

平成23年（2011年）７月24日までの地上アナログ放送の終了、デジタル放送
への完全移行を円滑に進めるため、国民の理解醸成等を図ることを目的として、
移行の社会的意義・メリット等の周知広報を展開しているところである。 
今般、移行期限まで残りわずかとなり、さらに丁寧に分かりやすく説明を行

っていくため、地上デジタル放送への完全移行を実施することにより、どの程
度の経済効果、経済波及効果、雇用誘発効果等が見込めるのか、さらには、ど
のような新規サービスが期待できるのか等について、客観的な数値を推計する
ことを目的として、調査研究を実施することとする。 
 
 ２ 名 称  

本会合は、「地上デジタル放送への移行に伴う経済効果等に関する研究会」
（以下「研究会」という。）と称する。 
 
 ３ 検討事項  

(1) 地上デジタル放送への完全移行に伴う経済効果、経済波及効果、雇用誘発
効果等 

(2) 主要諸外国における地上デジタル放送への移行状況 
(3) 地上デジタル放送による新規サービスの可能性 
 
 ４ 構成及び運営  

(1) 研究会は、情報流通行政局長の研究会として開催する。 
(2) 研究会の構成員は、別紙のとおりとする。 
(3) 研究会には、座長を置く。 
(4) 座長は研究会の構成員の互選により定める。 
(5) 座長は、研究会を招集し、主宰する。 
(6) 座長は、必要に応じ外部の関係者の出席を求め、意見を聴取することがで
きる。 

(7) 座長は、上記のほか、研究会の運営に必要な事項を定める。 
 
 ５ 開催期間  

平成21年３月から４月を目途として、研究会を４回程度開催し、取りまとめ
を行う。 
 
 ６ 庶務  

研究会の庶務は、総務省情報流通行政局地上放送課において行う。 

資料１ 



（別紙） 
 

研 究 会 構 成 員 
 

（敬称略、五十音順） 
 
 
 

稲葉 悠 株式会社東京放送 執行役員 
 
 
岡村 憲優 社団法人電子情報技術産業協会 デジタル放送ＰＧ主査 
 
 
土屋 円 日本放送協会 総合企画室（経営計画）担当局長 
 
 
中山 裕香子 株式会社野村総合研究所 
 情報・通信コンサルティング部上級コンサルタント 
 
 
福田 俊男 株式会社テレビ朝日 常務取締役 
 
 
三友 仁志 早稲田大学 国際情報通信研究科教授 
 
 
和田 仁 株式会社電通 電通総研所長 

 



研究会検討スケジュール（案） 

 

 

第１回 平成20年３月２日 ○経済効果等の推計方法の検討 

○地上デジタル放送への移行により影響を受けるサー

ビス、事業等の洗い出し、整理 

○主要諸外国における地上デジタル放送への移行状況

の整理 

第２回     ３月中旬 ○第１回の結果を基に、経済効果の推計・検討 

○新規サービスの可能性の検討 

第３回     ３月下旬 ○第２回の結果を基に、経済波及効果、雇用誘発効果、

その他事項の推計・検討 

○報告書案審議 

第４回     ４月中旬 ○報告書取りまとめ 

 

（別添）



「地上デジタル放送への移行に伴う経済効果等に関する研究会」 

の公開について（案） 

 

 

 

１ 会議及び会議で使用した資料について 

本研究会においては、放送事業者、メーカー等（以下「事業者」という。）

から提出された経営情報等を基に検討を行う予定であり、これを公にするこ

とは事業者の競争上の地位その他正当な利益を害すおそれがあることから、

会議及び会議で使用した資料は、原則非公開とする。 

 

 

２ 議事要旨について 

(1) 取扱い 

研究会の議事要旨については、上記観点に留意しつつ、原則公開とする。 

ただし、事業者の経営上の機密に関する情報等、座長が非公開とするこ

とが必要と認めたものについては、非公開とする。 

 

(2) 公開方法 

総務省のホームページに掲載し、公開する。 

 

 

資料２ 






















